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平 成 ２３ 年 度 業 務 概 要  

 

 平成 23 年度は、依然として金利水準は低調に推移し、協会の運営は厳しい状況にあ

り、あらゆる面において経費削減に努めるとともに、低利率債券の運用を見直し、効率的

な資産運用に努めた。また、今年度から平成 20 年度会計基準に準拠した会計処理を行

い、「実施事業会計」及び「その他事業会計」並びに「法人会計」に区分した会計処理を

行った。  

こうした状況の中、実施事業会計では、漁業操業の安全に関する事業及び水産資源

の保護培養に関する事業を実施した。このうち、漁業操業の安全に関する事業では、広

報普及事業として、さわら流し網操業図の印刷、配布及び漁業操業の安全情報を発信

するためのホームページの維持管理を行った。安全操業指導事業では、県女性連の海

難事故防止啓発活動への助成及び岡山県漁業秩序維持対策委員会が作成する「海の

手帳」の作成にかかる費用を一部助成した。また、海難予防対策事業では、養殖施設

等の標識灯用機材、救命具、及び漁船の転落防止用手すりの購入あるいは設置にかか

る費用を一部助成した。衝突等救難対策事業では、給付実績はなかった。 

水産資源の保護培養に関する事業では、県からの受託事業として、ガザミ、クルマエ

ビ、ヨシエビ、オニオコゼの中間育成事業を実施した。広域資源造成事業は瀬戸内海に

面する 11 府県の公共団体、漁連、公益法人及び(社)全国豊かな海づくり推進協会によ

り設立された瀬戸内海海域栽培漁業推進協議会に参加し、水産庁の補助事業「種苗

放流による資源造成支援事業」を進めた。 

その他事業会計では、水産資源の保護培養についての普及啓発活動に協賛したほ

か、(社)全国漁港漁場協会と一体となって、漁港及び漁場整備開発事業の推進に努め

た。 
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財 団 法 人 岡 山 県 水 産 振 興 協 会 役 員 名 簿  

 

１ ． 平 成 ２ ４ 年 ３ 月 末 現 在 役 員  

  （ １ ） 理 事 、 監 事   

現 在 数 ： 理 事   １ ６ 人 （ 定 数 １ ２ ～ １ ６ 人 ）  

： 監 事    ３ 人 （ 定 数 ３ 人 ）  

     任 期 ： 平 成 ２ ３ 年 ７ 月 １ ８ 日 ～ 平 成 ２ ６ 年 ７ 月 １ ７ 日  

 

役  職  名  氏     名  現           職  

 理  事  長  

 副 理 事 長  

    〃  

 専 務 理 事  

 理     事  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

〃  

〃  

 監     事  

    〃  

    〃  

奥 野  雄 二  

浜 野   力  

山 下  直 樹  

難 波  洋 平  

永 井  国 義  

平 野  伸 典  

豊 田  安 彦  

久 富  益 夫  

佐 上   曻  

岡   耕 作  

三 宅  一 夫  

平 田  晋 也  

淺 野  正 人  

松 下  和 統  

田 丸  和 彦  

森 下  倫 年  

石 橋  大 彦  

原 田  晃 利  

西 山   修  

児 島 漁 業 協 同 組 合 長   

た ま の 漁 業 協 同 組 合 長   

下 西 漁 業 協 同 組 合 長   

学 識 経 験 者   

伊 里 漁 業 協 同 組 合 長   

牛 窓 町 漁 業 協 同 組 合 長   

朝 日 漁 業 協 同 組 合 長   

た ま の 漁 業 協 同 組 合 副 組 合 長   

児 島 漁 業 協 同 組 合 ・ 理 事   

第 一 田 之 浦 吹 上 漁 業 協 同 組 合 長   

下 津 井 漁 業 協 同 組 合 長   

黒 崎 漁 業 協 同 組 合 長   

大 島 美 の 浜 漁 業 協 同 組 合 長  

J F E ｽ ﾁ ｰ ﾙ ㈱ 西 日 本 製 鉄 所 ( 倉 敷 ) 総 務 室 主 任 部 員

 岡 山 県 農 林 水 産 部 水 産 課 長   

岡 山 県 漁 連 ・ 参 事 兼 第 一 業 務 部 長   

 岡 山 市 経 済 局 審 議 監   

倉 敷 市 文 化 産 業 局 農 林 水 産 部 次 長   

岡 山 県 漁 連 ・ 総 務 部 長   
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  （ ２ ） 評 議 員   

現 在 数 ： 評 議 員  １ ４ 人 （ 定 数 １ ２ ～ １ ６ 人 ）  

     任 期 ： 平 成 ２ １ 年 ６ 月 ５ 日 ～ 平 成 ２ ４ 年 ６ 月 ４ 日  

役  職  名  氏     名  現           職  

 評  議  員  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

    〃  

〃  

    〃  

天 倉  辰 己  

廣 田  弘 樹  

藤 沢  正 直  

沖 本  幸 司  

北 條 広 太 郎  

馬 場  博 喜  

三 宅 秀 次 郎  

今 城  主 計  

河 野  正 義  

金 行  眞 一  

森 本  章 男  

藤 原  昌 行  

奥 山  哲 夫  

光 岡  賢 二  

日 生 町 漁 業 協 同 組 合 ・ 専 務 理 事  

牛 窓 町 漁 業 協 同 組 合 ・ 参 事   

小 串 漁 業 協 同 組 合 ・ 理 事   

胸 上 漁 業 協 同 組 合 ・ 理 事   

児 島 漁 業 協 同 組 合 ・ 監 事   

下 西 漁 業 協 同 組 合 ・ 理 事   

寄 島 町 漁 業 協 同 組 合 長   

大 島 美 の 浜 漁 業 協 同 組 合 ・ 理 事   

岡 山 県 農 林 水 産 部 水 産 課 ・ 副 課 長   

岡 山 県 漁 連 ・ 第 二 業 務 部 長   

岡 山 市 経 済 局 農 林 水 産 課 長   

倉敷市文化産業局農林水産部農林水産課長補佐

( 財 ) 岡 山 市 水 産 協 会 ・ 事 務 局 長   

岡 山 県 漁 船 保 険 組 合 ・ 専 務 理 事   
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○主たる庶務事項

年 月 日 事 項 場 所

Ｈ２３．　５．１２ 監査会を開催　平成22年度事業の監査 県 漁 連

５．２４ 第36回岡山県のり共進会表彰式（協賛） 県 漁 連

５．２４ 第1回理事会を開催 県 漁 連
１．平成22年度事業並びに決算報告について
２．平成23年度事業計画並びに予算の一部補正等について
３．評議員の補充選任について
４．その他

６．２３ 社会保険講習会へ出席 岡 山 市(市民会館)

７．　８ 第1回評議員会を開催 県 漁 連
１．任期満了に伴う役員の改選について
２．当協会の事業概況について

７．１５ 平成23年度共同種苗生産・放流体制構築支援事業第1回検討会出席 兵 庫 県 神 戸 市
瀬戸内海海域協議会通常総会出席

７．２２ 第2回理事会を開催 県 漁 連
１．理事長の互選について
２．副理事長および専務理事の互選について
３．最初の評議員選任方法(案)について

９．　６ 平成23年度東部地区資源管理型漁業漁業者協議会出席 岡 山 市

９．２２ 平成23年度西部地区資源管理型漁業漁業者協議会出席 笠 岡 市

１０．１２～１５ 県漁連のり採苗作業(作業補助) 倉 敷 市 児 島

１０．２６ 平成23年度種苗放流による資源造成支援事業「広域種資源造成事業検討
会」出席

兵 庫 県 神 戸 市

１０．２９～３０ 児島直販所「朝市」(作業補助) 倉 敷 市 児 島

１１．　１ 監査会を開催　平成23年度上期事業の監査 県 漁 連

１１．　８ 第3回理事会を開催 県 漁 連
１．平成23年度上期事業の概況について
２．平成23年度下期事業の見込について
３．公益法人制度改革への対応について

１１．１４～１５ 平成23年度オニオコゼ研究会へ出席 長 崎 県 佐 世 保 市

１１．１５ 新公益法人制度改革に関する説明会へ出席 岡 山 市

１１．１６～１７ 平成23年度西日本種苗生産機関連絡協議会甲殻類分科会へ出席 広 島 県 広 島 市

１１．１７～１８ 第39回瀬戸内海水産公益法人連絡会へ出席 徳 島 県 徳 島 市

１１．２９～３０ 平成23年度ガザミ分科会へ出席 長 崎 県 佐 世 保 市

１２．　６ 平成23年度栽培漁業ブロック会議(西ブロック)へ出席 大 阪 府 大 阪 市

１２．１６ (独)水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所百島庁舎を視察 広 島 県 尾 道 市

Ｈ２４．　１．１７ 公益法人制度改革個別相談会へ出席 岡 山 市

２．　９ 第37回岡山県のり共進会(後援) 県 漁 連

２．２７ 平成23年度共同種苗生産・放流体制構築支援事業第2回検討会出席 兵 庫 県 神 戸 市

３．１２ 平成23年度東部地区資源管理型漁業推進協議会へ出席 岡 山 市

３．１３ 岡山県栽培漁業推進協議会へ出席 岡 山 市

３．１４ 第4回理事会を開催 岡 山 市

１．平成23年度事業並びに決算見込について
２．平成23年度役員報酬額について
３．平成24年度事業計画並びに予算(案)について
４．定款変更（案）について
５．役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程(案)について

３．１６ 平成23年度西部地区資源管理型漁業推進協議会へ出席 笠 岡 市

３．２３ 県の一般競争入札（条件付）　業務名「平成24年度放流用種苗の中間育成
並びに育成施設の保守及び管理委託業務」に参加

県　　 庁
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平 成 ２ ３ 年 度 事 業 
 

事 業 の 概 要 
 
 １．漁業操業の安全に関する事業 （寄附行為 第 4 条第 1 項 関連事業） 
 
  （１）広報普及事業 
    ① 岡山・香川の両県合同で、さわら流網漁業操業図を印刷し、一般及び船舶

関係機関へ配布して、漁業操業及び船舶航行の安全について協力を依頼する。 
    ② 漁具敷設図並びに漁業操業図の広報を目的として開設したホームページの

維持管理を行い、漁業操業及び船舶航行の安全を呼びかけた。 
ホームページ URL  http://www.oy-suikyo.or.jp  

    ③ ライフジャケットの着用推進啓発活動の一環として、啓発グッズを作成、

県下漁協へ配布し、ライフジャケット着用を呼びかけた。 
 
  （２）安全操業指導事業 
    ① 県漁業秩序維持対策委員会等が海難事故防止啓発活動の一環で作成する

「海の手帳」について、作成にかかる費用の一部を助成した。 
② 県女性連が漁業操業安全活動の一環で行うライフジャケット着用推進運動

に対して活動費用の助成を行った。 
 
  （３）海難予防対策事業  
    ① のり、かき等の養殖施設の保全および漁業操業の安全、並びに円滑な船舶

航行のために漁協が設置している大型標識灯について、漁業者の直接負担と

なっているソーラーパネル(2 枚)、バッテリー(159 個)の購入、並びに標識灯

灯器(25 本)、標識灯部材(29 個)の購入費用の一部を助成した。また、大型標

識灯の修理（1 件）に対して修理費用の一部を助成した。 
    ② 海中転落防止のため漁船用安全装置として、漁船に取り付けた手すりに関

し、その設置に要した費用の一部を助成した。（3 隻） 
    ③ 漁業者が操業中の船外転落に備えて常時着用するために購入した救命具等

について、小型船舶安全規則の基準に適合した救命胴衣等を対象として、そ

の購入に要した費用の一部を助成した。(106 着)  
④ 漁業者が操業中の船外転落に備えて常時着用する救命具等について、交換

用ボンベの購入費用の一部を助成した。(29 個) 
 
  （４）衝突等救難対策事業 
     本事業は以下の内容で実施した。①から④は平成 24 年 3 月末現在、給付実

績はなかった。 
    ① 操業中の事故により死亡、又は行方不明となった漁業者の遺族に対して、

見舞金の給付を行う。 
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    ② 操業中の事故により著しく障害を受けた漁業者に対して、身体障害の等級

に応じて見舞金の給付を行う。  
    ③ 操業中に遭難した漁船、乗組員の救出、又は捜索のために出動した漁業者

に対して、慰労金の給付を行う。  
    ④ 操業中の事故により全損した漁船の船主に対して、見舞金の給付を行う。 
    ⑤ 操業中遭難した乗組員の遺児（18 才まで）に対象として、申請のあった 2

名に育児育英資金の給付を行った。 
 
  ２．水産資源の保護培養に関する事業 （寄附行為 第 4 条第 4 項 関連事業） 
 
  （１）水産資源放流助成事業 
     水産資源の維持増大のため、放流用種苗生産および種苗放流事業を実施して

いる関係団体に対して経費の一部を助成した。 
 

（２）浅海等増養殖振興対策事業  
     岡山県が種苗生産したガザミの種苗を購入した。 
 

（３）中間育成事業 
     岡山県から尻海、大畠、寄島の３カ所の中間育成場と県水産研究所での放流

用種苗の中間育成、配布、及び各中間育成場並びに付帯施設の保守・管理の委

託業務を受けて放流用種苗の中間育成を行い、それぞれ関係機関に配布した。

本年度の対象魚種はガザミ、クルマエビ、ヨシエビ、オニオコゼであった。 
 
  （４）広域資源造成事業 
     海域レベルでの効率的な栽培漁業の連携体制の構築を推進するため、瀬戸内

海海域栽培漁業推進協議会が国の補助金を受けて実施する「種苗放流による資

源造成支援委託事業」に参画し、本県の重要魚種の一つであるサワラについて、

資源の増殖を図る調査・検討を行った。 
      
 ３．水産資源の普及啓発及び漁場環境の保全並びに水産公害の救済対策に関する事業 
   （寄附行為 第 4 条第 2～4 項 関連事業） 
 
  （１）水産資源普及啓発事業 
     水産資源の保護培養についての普及啓発および県産水産物の普及を図るため、

関係団体が実施する普及啓発活動に協賛した。 
 
  （２）漁場環境保全事業 
     (社)全国漁港漁場協会と一体となって、漁港および漁場整備開発事業の促進に

努めた。 
 
 （３）水産公害救済対策事業  

     乗組員厚生共済に加入した漁業者 1，475名に対して掛金の一部を助成した。 
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当　年　度 前　年　度 増　　減
Ⅰ 資産の部

1 流動資産
(1) 現金預金

1) 現金 0 0 0
2) 中国銀行 普通預金 1459340 4,781,896 1,737,677 3,044,219
3) 農林中金 普通預金 20260 17,070,312 16,792,866 277,446

(2) 未収金
1) 未収補助金 0 0 0
2) 未収給付金 0 0 0
3) 未収受託料 2,064,800 2,061,800 3,000

(3) 前払金
1) 社会保険料 0 0 0
2) 労働保険料 18,912 117,320 △ 98,408

流動資産合計 23,935,920 20,709,663 3,226,257

2 固定資産
(1) 基本財産

1) 投資有価証券 693,000,000 693,000,000 0
2) 農林中金 普通預金 20262 0 0 0

基本財産合計 693,000,000 693,000,000 0
(2) 特定資産

1) 退職給付引当資産
中国銀行 普通預金 1467431 659,620 239,250 420,370
投資有価証券 4,000,000 4,000,000 0

2) 減価償却引当資産
農林中金 普通預金 20261 2,820,000 0 2,820,000

特定資産合計 7,479,620 4,239,250 3,240,370
(3) その他の固定資産

1) 車両運搬具 133,842 320,112 △ 186,270
2) 什器備品 1 5,283 △ 5,282
3) 投資有価証券 10,000,000 10,000,000 0

その他の固定資産合計 10,133,843 10,325,395 △ 191,552
固定資産合計 710,613,463 707,564,645 3,048,818
資産合計 734,549,383 728,274,308 6,275,075

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

(1) 未払金
1) 未払賃金 176,000 176,000 0
2) 未払消費税 491,000 490,800 200
3) その他未払金 225,683 0 225,683

(2) 前受金 0 0 0
(3) 預り金

1) 所得税 0 0 0
2) 住民税 36,600 33,100 3,500
3) 社会保険料 0 0 0
4) 雇用保険料 0 0 0
5) その他預り金 0 0 0

流動負債合計 929,283 699,900 229,383
2 固定負債

(1) 退職給与引当金 4,659,620 4,239,250 420,370
固定負債合計 4,659,620 4,239,250 420,370
負債合計 5,588,903 4,939,150 649,753

Ⅲ 正味財産の部
1 指定正味財産

(1) 寄付金 678,000,000 678,000,000 0
指定正味財産合計 678,000,000 678,000,000 0
（うち基本財産への充当額） 678,000,000 678,000,000 0
（うち特定資産への充当額） 0 0 0
2 一般正味財産 0

(1) 一般正味財産 50,960,480 45,335,158 5,625,322
一般正味財産合計 50,960,480 45,335,158 5,625,322
（うち基本財産への充当額） 15,000,000 15,000,000 0
（うち特定資産への充当額） 7,479,620 0 7,479,620
正味財産合計 728,960,480 723,335,158 5,625,322
負債及び正味財産合計 734,549,383 728,274,308 6,275,075

科　　　　　　目

　貸　借　対　照　表　

（単位：円）　
平成２４年３月３１日現在
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実施事業等会計 その他事業会計 法人会計 内部取引消去 合計
Ⅰ 資産の部

1 流動資産

(1) 現金預金

1) 現金 0 0 0 0 0

2) 中国銀行 普通預金 1459340 0 0 4,781,896 0 4,781,896

3) 農林中金 普通預金 20260 0 0 17,070,312 0 17,070,312

(2) 未収金

1) 未収補助金 0 0 0 0 0

2) 未収給付金 0 0 0 0 0

3) 未収受託料 0 0 2,064,800 0 2,064,800

(3) 前払金

1) 社会保険料 0 0 0 0 0

2) 労働保険料 0 0 18,912 0 18,912

流動資産合計 0 0 23,935,920 0 23,935,920

2 固定資産

(1) 基本財産

1) 投資有価証券 0 0 693,000,000 0 693,000,000

2) 農林中金 普通預金 20262 0 0 0 0 0

基本財産合計 0 0 693,000,000 0 693,000,000

(2) 特定資産

1) 退職給付引当資産

中国銀行 普通預金 1467431 0 0 659,620 0 659,620

投資有価証券 0 0 4,000,000 0 4,000,000

2) 減価償却引当資産

農林中金 普通預金 20261 0 0 2,820,000 0 2,820,000

特定資産合計 0 0 7,479,620 0 7,479,620

(3) その他の固定資産

1) 車両運搬具 0 0 133,842 0 133,842

2) 什器備品 0 0 1 0 1

3) 投資有価証券 0 0 10,000,000 0 10,000,000

その他の固定資産合計 0 0 10,133,843 0 10,133,843

固定資産合計 0 0 710,613,463 0 710,613,463

資産合計 0 0 734,549,383 0 734,549,383

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

(1) 未払金

1) 未払賃金 0 0 176,000 0 176,000

2) 未払消費税 0 0 491,000 0 491,000

3) その他未払金 0 0 225,683 0 225,683

(2) 前受金 0 0 0 0 0

(3) 預り金

1) 所得税 0 0 0 0 0

2) 住民税 0 0 36,600 0 36,600

3) 社会保険料 0 0 0 0 0

4) 雇用保険料 0 0 0 0 0

5) その他預り金 0 0 0 0 0

流動負債合計 0 0 929,283 0 929,283

2 固定負債

(1) 退職給与引当金 0 0 4,659,620 0 4,659,620

固定負債合計 0 0 4,659,620 0 4,659,620

負債合計 0 0 5,588,903 0 5,588,903

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産

(1) 寄付金 0 0 678,000,000 0 678,000,000

指定正味財産合計 0 0 678,000,000 0 678,000,000

（うち基本財産への充当額） 0 0 678,000,000 0 678,000,000

（うち特定資産への充当額） 0 0 0 0 0

2 一般正味財産

(1) 一般正味財産 0 0 50,960,480 0 50,960,480

一般正味財産合計 0 0 50,960,480 0 50,960,480

（うち基本財産への充当額） 0 0 15,000,000 15,000,000

（うち特定資産への充当額） 0 0 7,479,620 7,479,620

正味財産合計 0 0 728,960,480 0 728,960,480

負債及び正味財産合計 0 0 734,549,383 0 734,549,383

科　　　　　　目

　貸　借　対　照　表　内　訳　表　

（単位：円）　
平成２４年３月３１日現在
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当　年　度 前　年　度 増　　減
Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部
(1) 経常収益

１） 基本財産運用益
基本財産受取利息 12,001,427 11,494,543 506,884
基本財産運用益計 12,001,427 11,494,543 506,884

２） 特定資産運用益
特定資産受取利息 60,000 85,089 △ 25,089
特定資産運用益計 60,000 85,089 △ 25,089

３） 事業収益
事業収益 20,622,800 21,370,636 △ 747,836
事業収益計 20,622,800 21,370,636 △ 747,836

４） 受取補助金等
中央協会一般事業給付金収入 3,729,000 2,938,837 790,163
中央協会救済事業給付金収入 0 1,682,500 △ 1,682,500
受取補助金等計 3,729,000 4,621,337 △ 892,337

５） 受取負担金
受取負担金 3,360,000 3,293,000 67,000
受取負担金計 3,360,000 3,293,000 67,000

６） 雑収益
運用財産受取利息 156,745 150,456 6,289
雑収益計 156,745 150,456 6,289

経常収益計 39,929,972 41,015,061 △ 1,085,089
(2) 経常費用

１） 事業費
給料手当支出 7,462,491 4,694,820 2,767,671
臨時雇賃金支出 4,522,200 5,055,900 △ 533,700
福利厚生費支出 1,179,641 916,497 263,144
旅費交通費支出 142,080 90,780 51,300
通信運搬費支出 309,617 292,191 17,426
消耗什器備品費 1,097,737 1,458,190 △ 360,453
消耗品費支出 1,185,547 1,118,332 67,215
修繕費支出 1,103,305 511,677 591,628
施設費支出 240,318 909,460 △ 669,142
印刷製本費支出 652,500 180,000 472,500
燃料費支出 255,314 149,350 105,964
餌料費支出 4,259,304 3,401,790 857,514
光熱水料費支出 1,749,877 1,557,784 192,093
種苗購入費支出 3,150,000 3,150,000 0
賃借料支出 521,050 426,445 94,605
保険料支出 75,620 32,350 43,270
租税公課支出 530,700 514,800 15,900
広告宣伝費支出 0 483,000 △ 483,000
支払負担金支出 970,000 143,000 827,000
支払助成金支出 3,418,250 3,231,087 187,163
支払給付金支出 72,000 3,532,989 △ 3,460,989
雑費支出 91,865 60,270 31,595
事業費計 32,989,416 31,910,712 1,078,704

2） 管理費
役員報酬支出 3,000,000 3,000,000 0
退職給付費用支出 420,370 423,250 △ 2,880
福利厚生費支出 446,747 912,327 △ 465,580
会議費支出 36,931 42,360 △ 5,429
旅費交通費支出 521,720 413,860 107,860
通信運搬費支出 65,920 70,280 △ 4,360
減価償却費支出 191,552 234,505 △ 42,953
消耗什器備品費支出 1,181 172,118 △ 170,937
消耗品費支出 20,676 12,759 7,917
修繕費支出 6,279 96,180 △ 89,901
印刷製本費支出 111,975 110,400 1,575
図書研修費支出 0 0 0
燃料費支出 52,298 11,138 41,160
光熱水料費支出 30,000 30,000 0
賃借料支出 61,850 61,450 400
保険料支出 0 43,170 △ 43,170
交際費支出 32,600 52,000 △ 19,400
諸謝金支出 105,000 105,000 0
租税公課支出 71,200 86,800 △ 15,600
支払負担金支出 21,000 5,000 16,000
支払寄付金支出 100,000 0 100,000
委託費支出 0 2,010,562 △ 2,010,562
雑費支出 19,935 26,853 △ 6,918
管理費計 5,317,234 7,920,012 △ 2,602,778

経常費用計 38,306,650 39,830,724 △ 1,524,074
当期経常増減額 1,623,322 1,184,337 438,985

科　　　　　　　　　　目

　損　益　計　算　書　

（単位：円）　
平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで
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損益計算書

(単位：円）
当　年　度 前　年　度 増　　減

2 経常外増減の部
(1) 経常外収益

１） 固定資産売却益
投資有価証券売却益 4,002,000 2,030,650 1,971,350
固定資産売却益計 4,002,000 2,030,650 1,971,350

経常外収益計 4,002,000 2,030,650 1,971,350

(2) 経常外費用 0 0 0
当期経常外増減額 4,002,000 2,030,650 1,971,350

当期一般正味財産増減額 5,625,322 3,214,987 2,410,335
一般正味財産期首残高 45,335,158 42,120,171 3,214,987
一般正味財産期末残高 50,960,480 45,335,158 5,625,322

Ⅱ 指定正味財産増減の部
一般正味財産への振替額 0 0 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 678,000,000 678,000,000 0
指定正味財産期末残高 678,000,000 678,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高
正味財産期末残高 728,960,480 723,335,158 5,625,322

科　　　　　　　　　　目
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広報普及事業
安全操業
指導事業

海難予防
対策事業

衝突等救難
対策事業

水産資源
放流助成事業

浅海等増養殖
振興対策事業

中間育成事業
広域資源
造成事業

水産資源
普及啓発事業

漁場環境
保全事業

水産公害等
救済対策事業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

(1)経常収益

１）基本財産運用益

基本財産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12,001,427 0 12,001,427
基本財産運用益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12,001,427 0 12,001,427

２）特定資産運用益

特定資産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60,000 0 60,000
特定資産運用益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60,000 0 60,000

３）事業収益

事業収益 0 0 0 0 0 0 20,622,800 0 0 20,622,800 0 0 0 0 0 0 0 20,622,800
事業収益計 0 0 0 0 0 0 20,622,800 0 0 20,622,800 0 0 0 0 0 0 0 20,622,800

４）受取補助金等

中央協会一般事業給付金収入 1,077,100 296,400 2,355,500 0 0 0 0 0 0 3,729,000 0 0 0 0 0 0 0 3,729,000
中央協会救済事業給付金収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
受取補助金等計 1,077,100 296,400 2,355,500 0 0 0 0 0 0 3,729,000 0 0 0 0 0 0 0 3,729,000

５）受取負担金

受取負担金 0 0 0 0 0 3,150,000 0 0 0 3,150,000 0 210,000 0 0 210,000 0 0 3,360,000
受取負担金計 0 0 0 0 0 3,150,000 0 0 0 3,150,000 0 210,000 0 0 210,000 0 0 3,360,000

６）雑収益

運用財産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 156,745 0 156,745
雑収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 156,745 0 156,745

７）他会計からの繰入額

他会計からの繰入額 0 0 0 0 0 0 0 0 4,514,236 4,514,236 0 0 0 763,380 763,380 0 △ 5,277,616 0
他会計からの繰入額計 0 0 0 0 0 0 0 0 4,514,236 4,514,236 0 0 0 763,380 763,380 0 △ 5,277,616 0

経常収益計 1,077,100 296,400 2,355,500 0 0 3,150,000 20,622,800 0 4,514,236 32,016,036 0 210,000 0 763,380 973,380 12,218,172 △ 5,277,616 39,929,972
(2)経常費用

１）事業費

給料手当支出 0 0 0 0 0 0 4,835,741 0 2,626,750 7,462,491 0 0 0 0 0 0 7,462,491
臨時雇賃金支出 0 0 0 0 0 0 4,522,200 0 0 4,522,200 0 0 0 0 0 0 4,522,200
福利厚生費支出 0 0 0 0 0 0 745,312 0 434,329 1,179,641 0 0 0 0 0 0 1,179,641
旅費交通費支出 0 0 0 0 0 0 142,080 0 0 142,080 0 0 0 0 0 0 142,080
通信運搬費支出 0 0 0 0 0 0 233,617 0 76,000 309,617 0 0 0 0 0 0 309,617
消耗什器備品費支出 767,655 0 0 0 0 330,082 0 0 1,097,737 0 0 0 0 0 0 1,097,737
消耗品費支出 0 0 0 0 0 0 1,181,244 0 4,303 1,185,547 0 0 0 0 0 0 1,185,547
修繕費支出 0 0 0 0 0 0 1,029,196 0 74,109 1,103,305 0 0 0 0 0 0 1,103,305
施設費支出 0 0 0 0 0 0 240,318 0 0 240,318 0 0 0 0 0 0 240,318
印刷製本費支出 472,500 0 0 0 0 0 120,000 0 60,000 652,500 0 0 0 0 0 0 652,500
燃料費支出 0 0 0 0 0 0 255,314 0 0 255,314 0 0 0 0 0 0 255,314
餌料費支出 0 0 0 0 0 0 4,259,304 0 0 4,259,304 0 0 0 0 0 0 4,259,304
光熱水料費支出 0 0 0 0 0 0 1,719,877 0 30,000 1,749,877 0 0 0 0 0 0 1,749,877
種苗購入費支出 0 0 0 0 0 3,150,000 0 0 0 3,150,000 0 0 0 0 0 0 3,150,000
賃借料支出 73,500 0 0 0 0 0 387,550 0 60,000 521,050 0 0 0 0 0 0 521,050
保険料支出 0 0 0 0 0 0 31,530 0 44,090 75,620 0 0 0 0 0 0 75,620
租税公課支出 0 0 0 0 0 0 515,000 0 15,700 530,700 0 0 0 0 0 0 530,700
広告宣伝費支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払負担金支出 0 0 0 0 750,000 0 0 10,000 0 760,000 0 210,000 0 0 210,000 0 970,000
支払助成金支出 0 300,000 2,355,500 0 0 0 0 0 0 2,655,500 25,250 0 737,500 0 762,750 0 3,418,250
支払給付金支出 0 0 0 72,000 0 0 0 0 0 72,000 0 0 0 0 0 0 72,000
雑費支出 0 0 0 0 0 0 74,435 0 16,800 91,235 0 0 0 630 630 0 91,865
事業費計 1,313,655 300,000 2,355,500 72,000 750,000 3,150,000 20,622,800 10,000 3,442,081 32,016,036 25,250 210,000 737,500 630 973,380 0 32,989,416

２）管理費

役員報酬支出 3,000,000 0 3,000,000
退職給付費用支出 420,370 0 420,370
福利厚生費支出 446,747 0 446,747
会議費支出 36,931 0 36,931
旅費交通費支出 521,720 0 521,720
通信運搬費支出 65,920 0 65,920
減価償却費支出 191,552 0 191,552
消耗什器備品費支出 1,181 0 1,181
消耗品費支出 20,676 0 20,676
修繕費支出 6,279 0 6,279
印刷製本費支出 111,975 0 111,975
図書研修費支出 0 0 0
燃料費支出 52,298 0 52,298
光熱水料費支出 30,000 0 30,000
賃借料支出 61,850 0 61,850
保険料支出 0 0 0
交際費支出 32,600 0 32,600
諸謝金支出 105,000 0 105,000
租税公課支出 71,200 0 71,200
支払負担金支出 21,000 0 21,000

部　門 漁業操業の安全に関する事業 水産資源の保護培養に関する事業
共通

科　目

実施事業会計
水産資源の普及啓発及び漁場環境の保全並び

に 共通
法人会計 合計

その他事業会計

内部取引
消去

　損　益　計　算　書　内　訳　表　

（単位：円）　
平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで
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広報普及事業
安全操業
指導事業

海難予防
対策事業

衝突等救難
対策事業

水産資源
放流助成事業

浅海等増養殖
振興対策事業

中間育成事業
広域資源
造成事業

水産資源
普及啓発事業

漁場環境
保全事業

水産公害等
救済対策事業

部　門 漁業操業の安全に関する事業 水産資源の保護培養に関する事業
共通

科　目

実施事業会計
水産資源の普及啓発及び漁場環境の保全並び

に 共通
法人会計 合計

その他事業会計

内部取引
消去

　損　益　計　算　書　内　訳　表　

（単位：円）　
平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで

支払寄付金支出 100,000 0 100,000
雑費支出 19,935 0 19,935
管理費計 5,317,234 0 5,317,234

経常費用計 1,313,655 300,000 2,355,500 72,000 750,000 3,150,000 20,622,800 10,000 3,442,081 32,016,036 25,250 210,000 737,500 630 973,380 5,317,234 0 38,306,650
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 236,555 △ 3,600 0 △ 72,000 △ 750,000 0 0 △ 10,000 1,072,155 0 △ 25,250 0 △ 737,500 762,750 0 6,900,938 △ 5,277,616 1,623,322

基本財産評価損益等

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期経常増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 経常外増減の部

(1)経常外収益

１）固定資産売却益

投資有価証券売却益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,002,000 0 4,002,000
固定資産売却益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,002,000 0 4,002,000

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,002,000 0 4,002,000

(2)経常外費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,002,000 0 4,002,000

(3)他会計振替額

他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 5,277,616 5,277,616 0
他会計振替額計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 5,277,616 5,277,616 0

当期一般正味財産増減額 △ 236,555 △ 3,600 0 △ 72,000 △ 750,000 0 0 △ 10,000 1,072,155 0 △ 25,250 0 △ 737,500 762,750 0 5,625,322 0 5,625,322
一般正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45,335,158 0 45,335,158
一般正味財産期末残高 △ 236,555 △ 3,600 0 △ 72,000 △ 750,000 0 0 △ 10,000 1,072,155 0 △ 25,250 0 △ 737,500 762,750 0 50,960,480 0 50,960,480

Ⅱ 指定正味財産増減の部

１）受取寄付金 0 0 0 0
受取寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 353,000,000 △ 353,000,000 0 0 0 △ 20,000,000 △ 20,000,000 373,000,000 0 0
受取寄付金計 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 353,000,000 △ 353,000,000 0 0 0 △ 20,000,000 △ 20,000,000 373,000,000 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 353,000,000 △ 353,000,000 0 0 0 △ 20,000,000 △ 20,000,000 373,000,000 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 353,000,000 353,000,000 0 0 0 20,000,000 20,000,000 305,000,000 0 678,000,000
指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 678,000,000 0 678,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高

正味財産期末残高 △ 236,555 △ 3,600 0 △ 72,000 △ 750,000 0 0 △ 10,000 1,072,155 0 △ 25,250 0 △ 737,500 762,750 0 728,960,480 728,960,480
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1 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

（４）消費税等の会計処理

2 会計方針の変更

3

（単位：円）

4 引当金の明細
引当金の明細の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

5 基本財産及び特定資産等の財源等の内訳

（単位：円）

6

7 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

②什器備品・・・定額法による。

10,000,000 10,000,000 10,000,000

10,000,000 10,000,000 10,000,000

　その他の固定資産

投資有価証券

小　　　　計 10,000,000

10,000,000

小　　　　計 10,000,000 0 10,000,000

　その他の固定資産

投資有価証券 10,000,000 0

130,000,000

00

120,000,000693,000,000

133,240,370

2,820,000 0

0

4,659,620

15,000,000

（うち負債に対応する額）

7,479,620

0

当期増加額

120,000,000

693,000,000

4,659,620

0

0

　基本財産

科　　　　目

普通預金

減価償却引当資産

　特定資産

投資有価証券

　基本財産

減価償却引当資産

小　　　　計

　特定資産

投資有価証券

普通預金

2,820,000

0

710,479,620

693,000,000

7,479,620

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　財 務 諸 表 に 対 す る 注 記　

693,000,000

当期末残高当期減少額

小　　　　計

前期末残高科　　　　目

420,370 0 4,659,620

678,000,000

0

678,000,000

4,659,620

（うち指定正味財産からの充当額）

小　　　　計

退職給付引当資産 0

0

2,820,000 0

4,659,620

7,479,620

32,479,620710,479,620合　　　　計 678,000,000

0

120,000,000

4,239,250

0

120,000,000

2,820,000

707,239,250

10,000,000 0

4,659,620

4,239,250

0

満期保有目的の債権・・・総平均法による原価法。

①車輌運搬具・・・旧定額法による。

退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるために当期末自己都合退職による要支給額に相当する額を
計上している。

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

退職給付引当資産

平成23年度から、「新公益法人会計基準」（平成20年4月11日　内閣府公益認定等委員会）による新会計基準
に移行している。

基本財産及び特定資産等の増減額及びその残高

（うち一般正味財産からの充当額）

15,000,000

0

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

担保に供している資産は該当なし。
担保に供している資産

3,240,370 0

合　　　　計

小　　　　計 693,000,000

当期末残高

693,000,000

0

当期増加額
当期減少額

420,370 0 0 4,659,620

期末残高
目的使用 その他

退職給与引当金 4,239,250

科　　　　目 期首残高
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（単位：円）

8 保証債務等の偶発債務
保証債務等の偶発債務は該当なし。

9 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

10 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

11 指定正味財産から一般正味財産への振替額
指定正味財産から一般正味財産への振替は該当なし。

12 関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引は該当なし。

大阪市平成18年度第13回公募公債

第64回利付国債(5年)

　委　託　料

3,316,600

7,419,208

133,8431,880,185

127,165,440

319,208

3,241,350

7,100,000第283回大阪府公募公債(10年)

種類及び銘柄 帳　簿　価　額

53,241,350

126,780 126,779

15,900,000

時　　　　　価

1,746,342

16,953,216

7,165,440

1,053,216

6,481,800

1

大阪市平成21年度第4回公募公債

千葉県平成16年度公債第1回ア号

兵庫県平成15年度第5回公募公債

パソコン１台

　什器備品

第290回大阪府公募公債(10年)

合　　　　計

　基本財産

4,000,000

3,100,200

50,000,000

103,100,200

106,481,800

297,52010,000,000

50,000,000

第121回利付国債(20年)

60,000,000

120,000,000

名古屋市第464回10年公募公債

　特定資産　（退職給付引当資産）

60,000,000

100,000,000

第318回大阪府公募公債(10年)

第314回大阪府公募公債(10年)

23,000

第130回利付国債(20年)

中間育成事業費 岡　　山　　県 0 20,622,800

17,000

14,000

17,000

14,000

23,000

19,000

漁業操業安全等対策事業
給付金

財団法人中央漁業
操 業 安 全 協 会

0 3,729,000

　助　成　金

合　　　　　　　　計

交　付　者補助金等の名称

　その他の固定資産　（運用財産）

20,622,800

10,297,520

61,212,000

53,316,600

0

当期減少額

100,000,000

評　価　損　益

科　　　　目 取得価額

車輌２台、トラクターほか 133,8421,753,405

　車輌運搬具

1,619,563

減価償却累計額 当期末残高

倉 敷 市

0

3,729,000 0

0 27,711,800

岡 山 県 漁 業 協 同
組 合 連 合 会

瀬 戸 内 市

　負　担　金

沿整沿構事業負担金

浅 口 市

0

岡 山 市 0

玉 野 市

0

0

0

備 前 市 0 27,000 27,000

20,000

3,150,000

0 20,000

0

0

0

0

0

合　　　　　　　　計 27,711,800

0 19,000

0

笠 岡 市

66,000 66,000

24,000 24,000

貸借対照表上
の記載区分

738,852,162

101,920

当期増加額

707,000,000

前期末残高

10,000,000 10,101,920

0

0

0

当期末残高

31,852,162

第130回利付国債(20年)

浅海等増養殖振興対策事
業負担金

岡 山 県 漁 業 協 同
組 合 連 合 会

0 3,150,000

120,000,000 121,223,040 1,223,040

11,7684,011,768

64,328,100 4,328,100

1,212,000
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Ⅰ 資産の部

1 流動資産

(1) 現金預金

1) 現金 0

2) 中国銀行 岡南支店 決済用普通口座 1459340 4,781,896

3) 農林中央金庫 岡山支店 決済用普通口座 20260 17,070,312

(2) 未収金

1) 未収補助金 0

2) 未収給付金 0

3) 未収受託料（岡山県） 2,064,800

(3) 前払金

1) 社会保険料 0

2) 労働保険料 18,912

流動資産合計 23,935,920

2 固定資産

(1) 基本財産

1) 投資有価証券　（国債2銘柄､地方債9銘柄） 693,000,000

2) 農林中央金庫 岡山支店 決済用普通口座 20262 0

基本財産合計 693,000,000

(2) 特定資産

1) 退職給付引当資産

中国銀行 岡南支店 普通預金 1467431 659,620

投資有価証券　（国債1銘柄） 4,000,000

2) 減価償却引当資産

農林中央金庫 岡山支店 普通口座 20261 2,820,000

特定資産合計 7,479,620

(3) その他の固定資産

1) 車両運搬具　（車輌2台、トラクターほか） 133,842

2) 什器備品　（パソコン１台） 1

3) 投資有価証券　（国債１銘柄） 10,000,000

その他の固定資産合計 10,133,843

固定資産合計 710,613,463

資産合計 734,549,383

Ⅱ　負債の部

1 流動負債

(1) 未払金

1) 未払賃金 176,000

2) 未払消費税 491,000

3) その他未払金 225,683

(2) 前受金 0

(3) 預り金

1) 所得税 0

2) 住民税 36,600

3) 社会保険料 0

4) 雇用保険料 0

5) その他預り金 0

流動負債合計 929,283

2 固定負債

(1) 退職給与引当金 4,659,620

固定負債合計　　　　　 4,659,620

負債合計　　　　　　   5,588,903

正味財産 728,960,480

金　　　　　　額

　財　　産　　目　　録　

平成２４年３月３１日現在

（単位：円）　　

科　　　　　　　　　　目
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予　算　額　(A) 決　算　額(B)
増　　減
(B)－(A)

備　　考

Ⅰ　事業活動収支の部
1 事業活動収入
１） 基本財産運用収入

基本財産利息収入 11,774,600 12,001,427 226,827
基本財産運用収入計 11,774,600 12,001,427 226,827

２） 特定資産運用益収入
特定資産利息収入 60,000 60,000 0

特定資産運用益収入計 60,000 60,000 0
３） 事業収益収入

中間育成受託事業収入 20,600,000 20,622,800 22,800
事業収益収入計 20,600,000 20,622,800 22,800

４） 受取補助金等収入
中央協会一般事業給付金収入 3,803,800 3,729,000 △ 74,800
中央協会救済事業給付金収入 1,225,000 0 △ 1,225,000

受取補助金等収入計 5,028,800 3,729,000 △ 1,299,800
５） 受取負担金収入

浅海等増養殖振興対策事業収入 3,150,000 3,150,000 0
沿整沿構事業負担金収入 210,000 210,000 0

受取負担金収入計 3,360,000 3,360,000 0
６） 雑収益収入

運用財産利息収入 150,000 156,745 6,745
雑収益収入計 150,000 156,745 6,745

事業活動収入合計 40,973,400 39,929,972 △ 1,043,428
2 事業活動支出
１） 事業費支出

給料手当支出 7,594,000 7,462,491 △ 131,509
臨時雇賃金支出 5,823,000 4,522,200 △ 1,300,800
福利厚生費支出 1,191,000 1,179,641 △ 11,359
旅費交通費支出 104,000 142,080 38,080
通信運搬費支出 375,000 309,617 △ 65,383
消耗什器備品費 410,000 1,097,737 687,737
消耗品費支出 350,000 1,185,547 835,547
修繕費支出 750,000 1,103,305 353,305
施設費支出 350,000 240,318 △ 109,682
印刷製本費支出 1,080,000 652,500 △ 427,500
燃料費支出 392,000 255,314 △ 136,686
餌料費支出 3,569,000 4,259,304 690,304
光熱水料費支出 1,830,000 1,749,877 △ 80,123
種苗購入費支出 3,150,000 3,150,000 0
賃借料支出 507,000 521,050 14,050
保険料支出 82,000 75,620 △ 6,380
租税公課支出 506,300 530,700 24,400
支払負担金支出 970,000 970,000 0
支払助成金支出 3,296,000 3,418,250 122,250
支払給付金支出 3,058,000 72,000 △ 2,986,000
雑費支出 88,000 91,865 3,865
事業費計 35,475,300 32,989,416 △ 2,485,884

２） 管理費支出
役員報酬支出 3,000,000 3,000,000 0
福利厚生費支出 463,000 446,747 △ 16,253
会議費支出 110,000 36,931 △ 73,069
旅費交通費支出 572,000 521,720 △ 50,280
通信運搬費支出 105,000 65,920 △ 39,080
消耗什器備品費支出 5,000 1,181 △ 3,819
消耗品費支出 10,000 20,676 10,676
修繕費支出 40,000 6,279 △ 33,721
印刷製本費支出 115,000 111,975 △ 3,025
図書研修費支出 5,000 0 △ 5,000
燃料費支出 47,000 52,298 5,298
光熱水料費支出 30,000 30,000 0
賃借料支出 60,000 61,850 1,850
交際費支出 20,000 32,600 12,600
諸謝金支出 105,000 105,000 0
租税公課支出 195,000 71,200 △ 123,800
支払負担金支出 10,000 21,000 11,000
支払寄附金支出 0 100,000 100,000
雑費支出 5,000 19,935 14,935
管理費計 4,897,000 4,705,312 △ 191,688

事業活動支出合計 40,372,300 37,694,728 △ 2,677,572
事業活動収支差額 601,100 2,235,244 1,634,144

平成２３年 ４月 １日から平成２４年 ３月３１日まで

　収　支　計　算　書　

科　　　　　　　　目

（単位：円）　　
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収支計算書

予　算　額　(A) 決　算　額(B)
増　　減
(B)－(A)

備　　考

Ⅱ　投資活動収支の部
1 投資活動収入

基本財産取崩収入 0 134,002,000 134,002,000
投資活動収入合計 0 134,002,000 134,002,000
2 投資活動支出

基本財産取得支出 0 130,000,000 130,000,000
特定目的預金積立支出 0 3,240,370 3,240,370

退職給付引当資産支出 0 420,370 420,370
減価償却引当資産支出 0 2,820,000 2,820,000

投資活動支出合計 0 133,240,370 133,240,370
投資活動収支差額 0 761,630 761,630
Ⅲ　財務活動収支の部

1　財務活動収入
財務活動収入合計 0 0 0
2　財務活動支出

特定目的預金積立支出 420,370 0 △ 420,370 退職給与引当金
財務活動支出合計 420,370 0 △ 420,370

財務活動収支差額 △ 420,370 0 420,370
Ⅳ　指定受取補助金等の収入
指定受取補助金等収入計 0 0 0
予備費

予備費 100,000 0 △ 100,000
当期収支差額 80,730 2,996,874 2,916,144
前期繰越収支差額 20,009,763 20,009,763 0
次期繰越収支差額 20,090,493 23,006,637 2,916,144

1 資金の範囲について
資金の範囲には、現金預金、未収金、前払金、未払金、前受金、預り金及び短期借入金を含めている。
なお、前期末及び当期末残高は下記２に記載のとおりである。

2 次期繰越収支差額の内容は次のとおりである。
(単位：円）

科 目 前 期 末 残 高 当 期 末 残 高
現 金 預 金 18,530,543 21,852,208
未 収 金 2,061,800 2,064,800
前 払 金 117,320 18,912

合 計 20,709,663 23,935,920
未 払 金 666,800 892,683
預 り 金 33,100 36,600

合 計 699,900 929,283
次 期 繰 越 収 支 差 額 20,009,763 23,006,637

　計　算　書　類　に　対　す　る　注　記　

（単位：円）　　

科　　　　　　　　目
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平成 24 年度（第 39 事業年度）  

 

事 業 計 画 書  
 

自 平成 24 年 4 月 1 日  

至 平成 25 年 3 月 31 日  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

財団法人 岡山県水産振興協会  

 

 



平 成 ２ ４ 年 度 事 業 計 画 
 

事 業 計 画 の 概 要 
 
 １．漁業操業の安全に関する事業 （寄附行為 第 4 条第 1 項 関連事業） 
 
  （１）広報普及事業 
    ① 岡山・香川の両県合同で、岡山・香川まながつお流網漁業操業図を作成し、

一般及び船舶関係機関へ配布して、漁業操業及び船舶航行の安全について協

力を依頼する。 
    ② 漁具敷設図並びに漁業操業図の広報を目的として開設したホームページの

維持管理を行い、漁業操業及び船舶航行の安全を呼びかける。 
ホームページ URL  http://www.oy-suikyo.or.jp  

 
  （２）安全操業指導事業 
    ① 海難事故防止啓発活動を行う団体に対して、研修費用あるいは活動費用の

一部を助成する。 
 
  （３）海難予防対策事業  
    ① 漁業操業の安全、並びに円滑な船舶航行のために漁協等が設置する大型標

識灯について、ソーラーパネル電源及びバッテリー購入並びに灯器(頭部)等の

購入および標識灯等への修理にかかる費用の一部を助成する。 
    ② 海中転落防止のための安全装置として、漁船等に手すりを取り付けた場合

の費用の一部を助成する。 
    ③ 操業中の船外転落に備えて常時着用するために購入した救命具等について、

小型船舶安全規則の基準適合品を対象として購入費の一部を助成する。 
④ 操業中の船外転落に備えて常時着用する救命具について、交換用ボンベの

購入費用の一部を助成する。 
 
  （４）衝突等救難対策事業 
    ① 操業中の事故により死亡、又は行方不明となった者の遺族に対して、見舞

金の給付を行う。 
    ② 操業中の事故により著しく障害を受けた者に対して、身体障害の等級に応

じて見舞金の給付を行う。 
    ③ 操業中に遭難した船舶、乗組員の救出又は捜索のために出動した者に対し

て、慰労金の給付を行う。 
    ④ 操業中の事故により全損した船舶の船主に対して、見舞金の給付を行う。 
    ⑤ 操業中に遭難した乗組員の遺児（18 才まで）に対して、育児育英資金の給

付を行う。 
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  ２．水産資源の保護培養に関する事業 （寄附行為 第 4 条第 4 項 関連事業） 
 
  （１）水産資源放流助成事業 
     水産資源の維持増大のため、放流用種苗生産および種苗放流事業を実施して

いる関係団体に対して経費の一部を助成する。 
 

（２）浅海等増養殖振興対策事業  
     岡山県が種苗生産したガザミの種苗を購入する。 
 

（３）中間育成事業 
     岡山県から尻海、大畠、寄島の３カ所の中間育成場と県水産研究所での放流

用種苗の中間育成、配布、及び各中間育成場並びに付帯施設の保守・管理の委

託業務を受けて放流用種苗の中間育成を行い、それぞれ関係機関に配布する。

本年度の育成魚種はガザミ、クルマエビ、オニオコゼを予定している。 
 
  （４）広域資源造成事業 
     海域レベルでの効率的な栽培漁業の連携体制の構築を推進するため、瀬戸内

海海域栽培漁業推進協議会に参画し、国の補助金を受けて実施する「種苗放流

による資源造成支援委託事業」において、本県の重要魚種の一つであるサワラ

について、資源の増殖を図るための調査、検討を行う。 
      
 ３．水産資源の普及啓発及び漁場環境の保全並びに水産公害の救済対策に関する事業 
   （寄附行為 第 4 条第 2～4 項 関連事業） 
 
  （１）水産資源普及啓発事業 
     水産資源の保護培養についての普及啓発および県産水産物の普及を図るため、

関係団体が実施する普及啓発活動に協賛する。 
 
  （２）漁場環境保全事業 
     (社)全国漁港漁場協会と一体となって、漁港および漁場整備開発事業の促進に

努める。 
 
 （３）水産公害救済対策事業  

     漁業者が乗組員厚生共済に加入した場合の掛金の一部を助成する。 
 
 ４．法人会計事業 
 

（１） 瀬戸内海水産公益法人連絡会 
瀬戸内海に面する府県の水産関係公益法人が、情報交換を目的として持ち回

りで開催する連絡会を本県が当番県として開催する。 
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当　年　度 前　年　度 増　　減
Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部
(1) 経常収益

１） 基本財産運用益
基本財産受取利息 12,090,600 11,774,600 316,000
基本財産運用益計 12,090,600 11,774,600 316,000

２） 特定資産運用益
特定資産受取利息 30,000 60,000 △ 30,000
特定資産運用益計 30,000 60,000 △ 30,000

３） 事業収益
事業収益 19,800,000 20,600,000 △ 800,000
事業収益計 19,800,000 20,600,000 △ 800,000

４） 受取補助金等
中央協会一般事業給付金収入 2,983,200 3,803,800 △ 820,600
中央協会救済事業給付金収入 1,225,000 1,225,000 0
受取補助金等計 4,208,200 5,028,800 △ 820,600

５） 受取負担金
受取負担金 3,332,000 3,360,000 △ 28,000
受取負担金計 3,332,000 3,360,000 △ 28,000

６） 雑収益
運用財産受取利息 180,000 150,000 30,000
雑収益計 180,000 150,000 30,000

経常収益計 39,640,800 40,973,400 △ 1,332,600
(2) 経常費用

１） 事業費
給料手当支出 7,711,000 7,594,000 117,000
臨時雇賃金支出 5,195,000 5,823,000 △ 628,000
福利厚生費支出 1,297,000 1,191,000 106,000
旅費交通費支出 160,000 104,000 56,000
通信運搬費支出 342,000 375,000 △ 33,000
消耗什器備品費 400,000 410,000 △ 10,000
消耗品費支出 350,000 350,000 0
修繕費支出 570,000 750,000 △ 180,000
施設費支出 300,000 350,000 △ 50,000
印刷製本費支出 630,000 1,080,000 △ 450,000
燃料費支出 381,000 392,000 △ 11,000
餌料費支出 3,376,000 3,569,000 △ 193,000
光熱水料費支出 1,806,000 1,830,000 △ 24,000
種苗購入費支出 3,150,000 3,150,000 0
賃借料支出 588,000 507,000 81,000
保険料支出 81,000 82,000 △ 1,000
租税公課支出 510,000 506,300 3,700
支払負担金支出 937,000 970,000 △ 33,000
支払助成金支出 3,270,000 3,296,000 △ 26,000
支払給付金支出 3,058,000 3,058,000 0
雑費支出 94,000 88,000 6,000
事業費計 34,206,000 35,475,300 △ 1,269,300

2） 管理費
役員報酬支出 2,750,000 3,000,000 △ 250,000
退職給付費用支出 463,000 420,370 42,630
福利厚生費支出 469,000 463,000 6,000
会議費支出 100,000 110,000 △ 10,000
旅費交通費支出 534,800 572,000 △ 37,200
通信運搬費支出 66,000 105,000 △ 39,000
減価償却費支出 268,000 192,000 76,000
消耗什器備品費支出 5,000 5,000 0
消耗品費支出 20,000 10,000 10,000
修繕費支出 5,000 40,000 △ 35,000
印刷製本費支出 115,000 115,000 0
図書研修費支出 100,000 5,000 95,000
燃料費支出 40,000 47,000 △ 7,000
光熱水料費支出 30,000 30,000 0
賃借料支出 60,000 60,000 0
保険料支出 24,000 0 24,000
交際費支出 20,000 20,000 0
諸謝金支出 105,000 105,000 0
租税公課支出 159,000 195,000 △ 36,000
支払負担金支出 10,000 10,000 0
雑費支出 98,000 5,000 93,000
管理費計 5,441,800 5,509,370 △ 67,570

経常費用計 39,647,800 40,984,670 △ 1,336,870
当期経常増減額 △ 7,000 △ 11,270 4,270

科　　　　　　　　　　目

　損　益　予　算　書　

（単位：円）　
平成２４年 ４月 １日から平成２５年 ３月３１日まで
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損益予算書

(単位：円）
当　年　度 前　年　度 増　　減

2 経常外増減の部
(1) 経常外収益

固定資産売却益 7,000 0 7,000
　車輌運搬具売却益 7,000 0 7,000

経常外収益計 7,000 0 7,000

(2) 経常外費用 0 0 0
経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 7,000 0 7,000

当期一般正味財産増減額 0 △ 11,270 11,270
一般正味財産期首残高 50,960,480 45,335,158 5,625,322
一般正味財産期末残高 50,960,480 45,323,888 5,636,592

Ⅱ 指定正味財産増減の部
一般正味財産への振替額 0 0 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 678,000,000 678,000,000 0
指定正味財産期末残高 678,000,000 678,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高
正味財産期末残高 728,960,480 723,323,888 5,636,592

科　　　　　　　　　　目
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広報普及事業
安全操業
指導事業

海難予防
対策事業

衝突等救難
対策事業

水産資源
放流助成事業

浅海等増養殖
振興対策事業

中間育成事業
広域資源
造成事業

水産資源
普及啓発事業

漁場環境
保全事業

水産公害等
救済対策事業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

(1) 経常収益

１） 基本財産運用益

基本財産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12,090,600 12,090,600
基本財産運用益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12,090,600 12,090,600

２） 特定資産運用益

特定資産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 30,000 30,000
特定資産運用益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 30,000 30,000

３） 事業収益

事業収益 0 0 0 0 0 0 19,800,000 0 0 19,800,000 0 0 0 0 0 0 19,800,000
事業収益計 0 0 0 0 0 0 19,800,000 0 0 19,800,000 0 0 0 0 0 0 19,800,000

４） 受取補助金等

中央協会一般事業給付金収入 328,200 270,000 2,385,000 0 0 0 0 0 0 2,983,200 0 0 0 0 0 0 2,983,200
中央協会救済事業給付金収入 0 0 0 1,225,000 0 0 0 0 0 1,225,000 0 0 0 0 0 0 1,225,000
受取補助金等計 328,200 270,000 2,385,000 1,225,000 0 0 0 0 0 4,208,200 0 0 0 0 0 0 4,208,200

５） 受取負担金

受取負担金 0 0 0 0 0 3,150,000 0 0 0 3,150,000 0 182,000 0 0 182,000 0 3,332,000
受取負担金計 0 0 0 0 0 3,150,000 0 0 0 3,150,000 0 182,000 0 0 182,000 0 3,332,000

６） 雑収益

運用財産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 180,000 180,000
雑収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 180,000 180,000

経常収益計 328,200 270,000 2,385,000 1,225,000 0 3,150,000 19,800,000 0 0 27,158,200 0 182,000 0 0 182,000 12,300,600 39,640,800
(2) 経常費用

１） 事業費

給料手当支出 5,056,000 2,655,000 7,711,000 0 7,711,000
臨時雇賃金支出 5,195,000 0 5,195,000 0 5,195,000
福利厚生費支出 854,000 443,000 1,297,000 0 1,297,000
旅費交通費支出 160,000 0 160,000 0 160,000
通信運搬費支出 282,000 60,000 342,000 0 342,000
消耗什器備品費支出 400,000 0 400,000 0 400,000
消耗品費支出 350,000 0 350,000 0 350,000
修繕費支出 485,000 85,000 570,000 0 570,000
施設費支出 300,000 0 300,000 0 300,000
印刷製本費支出 450,000 120,000 60,000 630,000 0 630,000
燃料費支出 381,000 0 381,000 0 381,000
餌料費支出 3,376,000 0 3,376,000 0 3,376,000
光熱水料費支出 1,776,000 30,000 1,806,000 0 1,806,000
種苗購入費支出 3,150,000 0 0 3,150,000 0 3,150,000
賃借料支出 70,000 458,000 60,000 588,000 0 588,000
保険料支出 35,000 46,000 81,000 0 81,000
租税公課支出 495,000 15,000 510,000 0 510,000
支払負担金支出 750,000 0 5,000 0 755,000 182,000 182,000 937,000
支払助成金支出 300,000 2,650,000 0 0 2,950,000 20,000 300,000 320,000 3,270,000
支払給付金支出 3,058,000 0 0 3,058,000 0 3,058,000
雑費支出 77,000 17,000 94,000 0 94,000
事業費計 520,000 300,000 2,650,000 3,058,000 750,000 3,150,000 19,800,000 5,000 3,471,000 33,704,000 20,000 182,000 300,000 0 502,000 34,206,000

２） 管理費

役員報酬支出 2,750,000 2,750,000
退職給付費用支出 463,000 463,000
福利厚生費支出 469,000 469,000
会議費支出 100,000 100,000
旅費交通費支出 534,800 534,800
通信運搬費支出 66,000 66,000
減価償却費支出 268,000 268,000
消耗什器備品費支出 5,000 5,000
消耗品費支出 20,000 20,000
修繕費支出 5,000 5,000
印刷製本費支出 115,000 115,000
図書研修費支出 100,000 100,000
燃料費支出 40,000 40,000
光熱水料費支出 30,000 30,000
賃借料支出 60,000 60,000
保険料支出 24,000 24,000
交際費支出 20,000 20,000

　損　益　予　算　書　内　訳　表　

（単位：円）　
平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで

水産資源の普及啓発及び漁場環境の保全並びに
水産公害の救済対策に関する事業

共通
法人会計 合計

その他事業会計
部　門

漁業操業の安全に関する事業 水産資源の保護培養に関する事業
共通

科　目

実施事業会計
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広報普及事業
安全操業
指導事業

海難予防
対策事業

衝突等救難
対策事業

水産資源
放流助成事業

浅海等増養殖
振興対策事業

中間育成事業
広域資源
造成事業

水産資源
普及啓発事業

漁場環境
保全事業

水産公害等
救済対策事業

部　門
漁業操業の安全に関する事業 水産資源の保護培養に関する事業

共通
科　目

実施事業会計
水産資源の普及啓発及び漁場環境の保全並びに

水産公害の救済対策に関する事業
共通

法人会計 合計

その他事業会計

　損　益　予　算　書　内　訳　表　

（単位：円）　
平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで

諸謝金支出 105,000 105,000
租税公課支出 159,000 159,000
支払負担金支出 10,000 10,000
雑費支出 98,000 98,000
管理費計 5,441,800 5,441,800

経常費用計 520,000 300,000 2,650,000 3,058,000 750,000 3,150,000 19,800,000 5,000 3,471,000 33,704,000 20,000 182,000 300,000 0 502,000 5,441,800 39,647,800
当期経常増減額 △ 191,800 △ 30,000 △ 265,000 △ 1,833,000 △ 750,000 0 0 △ 5,000 △ 3,471,000 △ 6,545,800 △ 20,000 0 △ 300,000 0 △ 320,000 6,858,800 △ 7,000

2 経常外増減の部

(1) 経常外収益

固定資産売却益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,000 7,000
　車輌運搬具売却益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,000 7,000

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,000 7,000

(2) 経常外費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,000 7,000

当期一般正味財産増減額 △ 191,800 △ 30,000 △ 265,000 △ 1,833,000 △ 750,000 0 0 △ 5,000 △ 3,471,000 △ 6,545,800 △ 20,000 0 △ 300,000 0 △ 320,000 6,865,800 0
一般正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50,960,480 50,960,480
一般正味財産期末残高 △ 191,800 △ 30,000 △ 265,000 △ 1,833,000 △ 750,000 0 0 △ 5,000 △ 3,471,000 △ 6,545,800 △ 20,000 0 △ 300,000 0 △ 320,000 57,826,280 50,960,480

Ⅱ 指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 678,000,000 678,000,000
指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 678,000,000 678,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高

正味財産期末残高 △ 191,800 △ 30,000 △ 265,000 △ 1,833,000 △ 750,000 0 0 △ 5,000 △ 3,471,000 △ 6,545,800 △ 20,000 0 △ 300,000 0 △ 320,000 735,826,280 728,960,480
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当　年　度 前　年　度 増　　減 備　　考
Ⅰ　事業活動収支の部

1 事業活動収入
１） 基本財産運用収入

基本財産利息収入 12,090,600 11,774,600 316,000
基本財産運用収入計 12,090,600 11,774,600 316,000

２） 特定資産運用益収入
特定資産利息収入 30,000 60,000 △ 30,000

特定資産運用益収入計 30,000 60,000 △ 30,000
３） 事業収益収入

中間育成受託事業収入 19,800,000 20,600,000 △ 800,000
事業収益収入計 19,800,000 20,600,000 △ 800,000

４） 受取補助金等収入
中央協会一般事業給付金収入 2,983,200 3,803,800 △ 820,600
中央協会救済事業給付金収入 1,225,000 1,225,000 0

受取補助金等収入計 4,208,200 5,028,800 △ 820,600
５） 受取負担金収入

浅海等増養殖振興対策事業収入 3,150,000 3,150,000 0
沿整沿構事業負担金収入 182,000 210,000 △ 28,000

受取負担金収入計 3,332,000 3,360,000 △ 28,000
６） 雑収益収入

運用財産利息収入 180,000 150,000 30,000
雑収益収入計 180,000 150,000 30,000

事業活動収入合計 39,640,800 40,973,400 △ 1,332,600
2 事業活動支出
１） 事業費支出

給料手当支出 7,711,000 7,594,000 117,000
臨時雇賃金支出 5,195,000 5,823,000 △ 628,000
福利厚生費支出 1,297,000 1,191,000 106,000
旅費交通費支出 160,000 104,000 56,000
通信運搬費支出 342,000 375,000 △ 33,000
消耗什器備品費 400,000 410,000 △ 10,000
消耗品費支出 350,000 350,000 0
修繕費支出 570,000 750,000 △ 180,000
施設費支出 300,000 350,000 △ 50,000
印刷製本費支出 630,000 1,080,000 △ 450,000
燃料費支出 381,000 392,000 △ 11,000
餌料費支出 3,376,000 3,569,000 △ 193,000
光熱水料費支出 1,806,000 1,830,000 △ 24,000
種苗購入費支出 3,150,000 3,150,000 0
賃借料支出 588,000 507,000 81,000
保険料支出 81,000 82,000 △ 1,000
租税公課支出 510,000 506,300 3,700
支払負担金支出 937,000 970,000 △ 33,000
支払助成金支出 3,270,000 3,296,000 △ 26,000
支払給付金支出 3,058,000 3,058,000 0
雑費支出 94,000 88,000 6,000
事業費計 34,206,000 35,475,300 △ 1,269,300

２） 管理費支出
役員報酬支出 2,750,000 3,000,000 △ 250,000
福利厚生費支出 469,000 463,000 6,000
会議費支出 100,000 110,000 △ 10,000
旅費交通費支出 534,800 572,000 △ 37,200
通信運搬費支出 66,000 105,000 △ 39,000
消耗什器備品費支出 5,000 5,000 0
消耗品費支出 20,000 10,000 10,000
修繕費支出 5,000 40,000 △ 35,000
印刷製本費支出 115,000 115,000 0
図書研修費支出 100,000 5,000 95,000
燃料費支出 40,000 47,000 △ 7,000
光熱水料費支出 30,000 30,000 0
賃借料支出 60,000 60,000 0
保険料支出 24,000 0 24,000
交際費支出 20,000 20,000 0
諸謝金支出 105,000 105,000 0
租税公課支出 159,000 195,000 △ 36,000
支払負担金支出 10,000 10,000 0
雑費支出 98,000 5,000 93,000
管理費計 4,710,800 4,897,000 △ 186,200

事業活動支出合計 38,916,800 40,372,300 △ 1,455,500
事業活動収支差額 724,000 601,100 122,900

平成２４年 ４月 １日から平成２５年 ３月３１日まで
　収　支　予　算　書　

科　　　　　目
（単位：円）　　
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収支予算書

当　年　度 前　年　度 増　　減 備　　考
Ⅱ　投資活動収支の部

1 投資活動収入
特定資産取崩収入 1,300,000 0 1,300,000
　減価償却引当資産取崩収入 1,300,000 0 1,300,000
固定資産売却収入 7,000 0 7,000
　車両運搬具売却益収入 7,000 0 7,000

投資活動収入合計 1,307,000 0 1,307,000
2 投資活動支出

特定目的預金積立支出 463,000 0 463,000
　退職給付引当資産支出 463,000 0 463,000
固定資産取得支出 1,307,000 0 1,307,000
　車両運搬具取得支出 1,307,000 0 1,307,000
敷金保証金等支出 8,200 0 8,200
　リサイクル法預託金支出 8,200 0 8,200

投資活動支出合計 1,778,200 0 1,778,200
投資活動収支差額 △ 471,200 0 △ 471,200
Ⅲ　財務活動収支の部

1　財務活動収入
借入金収入 0 0 0
特定目的預金取崩収入 0 0 0

財務活動収入合計 0 0 0
2　財務活動支出

借入金返済支出 0 0 0
特定目的預金積立支出 0 420,370 △ 420,370 退職給与引当金
未収金回収不能による資金調整 0 0 0

財務活動支出合計 0 420,370 △ 420,370
財務活動収支差額 0 △ 420,370 420,370
Ⅳ　指定受取補助金等の収入

受取補助金等収入 0 0 0
受取負担金収入 0 0 0
受取寄付金収入 0 0 0
固定資産受贈収入 0 0 0
基本財産運用益 0 0 0

指定受取補助金等収入計 0 0 0
予備費

予備費 100,000 100,000 0
当期収支差額 152,800 80,730 72,070
前期繰越収支差額 23,006,637 20,009,763 2,996,874
次期繰越収支差額 23,159,437 20,090,493 3,068,944
(注) 1 借入限度額　　　０円

2 債務負担額　　　０円

（単位：円）　　
科　　　　　目
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